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○墨田区施設管理業務委託等低入札価格調査要綱 

平成１６年１月２７日 

１５墨総契第３３９号 

改正 令和２年１２月１１日２墨総契第７７２号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、墨田区契約事務規則（昭和３９年墨田区規則第１１号。以下

「規則」という。）第２６条の規定により落札者を決定する場合（工事の請負の契

約に係る落札者を決定する場合を除く。）において、最低の価格をもって入札した

者の入札価格が低入札価格調査の基準となる価格（以下「調査基準価格」とい

う。）を下回った場合の調査（以下「低入札価格調査」という。）の実施に関し、

必要な事項を定めるものとする。 

（低入札価格調査の対象） 

第２条 低入札価格調査の対象とする契約は、施設管理業務、清掃業務等の委託に係

る長期継続契約（墨田区長期継続契約とする契約を定める条例（平成１８年墨田区

条例第９号）第２条第２号に規定する契約をいう。）を締結するもの及び製造の請

負に係る契約とする。 

（調査基準価格） 

第３条 調査基準価格は、予定価格の１０分の９から３分の２までの範囲内で、当該

業務の予定価格を構成する人件費、材料費、諸経費等の割合その他の条件を考慮し

て適正に定めた額とする。 

（失格基準価格） 

第４条 契約担当者（規則第２条第２項に規定する契約担当者をいう。以下同じ。）

は、調査基準価格を下回る金額の入札について低入札価格調査を実施することなし

に当該入札を失格とする価格（以下「失格基準価格」という。）を定めることでき

る。 

２ 契約担当者が失格基準価格を定めるに当たっては、調査基準価格に１０分の９を

乗じて得た額とする。 
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（落札の保留） 

第５条 契約担当者は、入札の結果、調査基準価格を下回る価格（失格基準価格以上

の価格に限る。）で入札が行われたときは、入札者に対して落札の決定を保留する

旨の宣言をするとともに、後日落札者を決定することを知らせて入札を終了する。 

（低入札価格調査の実施） 

第６条 契約担当者は、前条の規定により落札を保留したときは、最低の価格（失格

基準価格以上の価格に限る。）で入札した者（以下「調査対象者」という。）が契

約の内容に適合した履行を確保することができるか否かを判断するため、調査対象

者に対し、当該入札価格の積算内訳書（以下「積算内訳書」という。）の提出を要

求するとともに、当該調査対象者からの事情聴取、関係機関への照会等を行うもの

とする。 

２ 前項の規定により提出された積算内訳書の審査及び同項の規定による事情聴取等

は、次に掲げる事項について、契約課及び所管課（契約の対象となる業務を所管す

る課をいう。次条において同じ。）の職員が協力して実施するものとする。 

⑴ 業務履行のための人員配置計画の妥当性及び資格・免許等の保有状況 

⑵ 人件費の積算基準単価及び算定時間数、材料費、諸経費等の算出根拠の妥当性 

⑶ 労働基準法（昭和２２年法律第４９号）、最低賃金法（昭和３４年法律第１３

７号）等の関係法令との整合性 

⑷ 他官公庁及び民間企業との契約実績保有状況 

⑸ 経営状況その他必要と認められる事項 

３ 低入札価格調査の結果、当該調査対象者では契約の内容に適合した履行がなされ

ないおそれがあると認められるとき、又は調査対象者と契約を締結することが公正

な取引の秩序を乱すおそれがあり著しく不適当であると認められるときは、当該調

査対象者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内において入札した調査対象者の

次に低い価格をもって入札した者（次項において「次順位者」という。）を落札者

とする。ただし、入札者が１者であるときは、この限りでない。 

４ 前項の規定にかかわらず、次順位者が調査基準価格を下回る価格で入札した者で
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あるときは、前３項の規定の例により処理するものとする。 

５ 前項の場合において、同項に規定する手続は、前各項の規定の例により、落札者

が決定するまで行うものとする。ただし、全ての入札者について、調査基準価格を

下回る価格で入札が行われ、かつ、契約の内容に適合した履行がなされないおそれ

があると認められるときは、この限りでない。 

６ 契約担当者は、低入札価格調査の結果、当該入札価格により契約の内容に適合し

た履行がなされると認めて落札者を決定したとき、又は第３項の規定により落札者

を決定したときは、規則第２７条の規定により落札者等にその旨を通知しなければ

ならない。 

（履行確認態勢等の強化） 

第７条 契約担当者は、前条の規定により落札者を決定したときは、当該落札者の適

正な履行の確保を図るため、所管課と十分に連携し、履行確認態勢等の強化に努め

るものとする。 

（結果の公表） 

第８条 契約担当者は、第６条の規定により落札者を決定したときは、その結果を公

表するものとする。 

（補則） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、低入札価格調査の実施に関し必要な事項は、

総務部長が別に定める。 

付 則 

この要綱は、平成１６年２月１日から適用する。 

  付 則 

この要綱は、令和２年１２月１１日から適用する。 


